
人的控除
（約40兆円）

その他
（約40兆円）

非
　
課
　
税
　
所
　
得

各種所得についての控除
（約80兆円）

所　得　控　除
（約80兆円）

所得税の課税ベース及び諸控除のイメージ 

・給与所得控除等

（約63兆円）

・社会保険料控除
（約34兆円）

・生命保険料控除
（約３兆円）
等

課税対象となる収入約280兆円   （給与収入（約240兆円）、年金収入（約20兆円）、事業・不動産収入(所得ベースで約10兆円)等）

所得金額（約200兆円）

課税所得（約120兆円）

[所得税額：約14.4兆円]

（注1）計数は「令和４年度 市町村税課税状況等の調」（総務省）等を基に作成。
（注2)上記計数は総合課税分（給与所得、雑所得（年金等）、事業所得、不動産所得 等）の

納税者に係るものである。

上記の所得税額に対し、約0.5兆円の税額控除（主として住宅
ローン控除）が適用。⇒

・公的年金

等控除

（約12兆円）

・基礎控除
（約28兆円）

・配偶者控除
（約４兆円）

・一般扶養控除
（約２兆円）

・特定扶養控除
（約２兆円）

・老人扶養控除
（約１兆円）
等
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